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序 文 

 
 インドネシア共和国においては、自動車、電機産業等の組立産業に部品を供給する裾野

産業（サポーティング・インダストリー）が十分育成されておらず、経済開発の原動力と

位置づけられる工業化の妨げとなっています。このため同国政府は、産業界のニーズが高

い鋳造技術分野に関し、1995年 11月に我が国に対して旧プロジェクト方式技術協力の実施
を要請いたしました。 
 これを受け、我が国はインドネシア共和国側と協議を進めた結果、金属機械工業研究所

（IRDMMI／MIDC）を実施機関として、技術協力を実施することで合意し、1999年 4月か
ら 5年間の技術協力プロジェクトが実施されております。 
 これまでに我が国からは長期専門家 8 名、短期専門家 61 名を派遣し、研修員 18 名を受
け入れるとともに、必要な機材の供与を実施して参りました。 
 今次終了時評価調査団は、協力期間終了 2004年 3月末に控え、プロジェクトの活動を総
括し。評価・分析を実施するとともに、技術移転の進捗度を確認した上で、今後の MIDC
に対する協力のあり方について検討を行うことを目的として派遣されたものです。 
 本報告書は、現地における調査及び競技結果を取りまとめたものです。調査団派遣にご

協力頂いた日本国、インドネシア共和国双方の関係各位に対し、深くお礼申し上げ、今後

も引き続きご支援頂けるようお願い申し上げます。 
 
2004年 1月 
 

独立行政法人 国際協力機構 
理事 伊沢 正 
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評価調査結果要約表 
1. 案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：鋳造技術分野裾野産業育成計画プロジェクト 
分野：裾野産業 援助形態：技術協力 
所轄部署：鉱工業開発協力部鉱開第一課 協力金額（評価時点）：8.8億円 

先方関係機関：商業工業省・中小企業総局、研究開発庁、

金属機械工業研究所 協力期間 
（R/D）1999年 4月 1日～ 
    2004年 3月 31日 
 日本側協力機関：（財）素形材センター 

1-1 協力の背景と概要 
インドネシア（以下「イ」）国においては、自動車、電機等の組立産業に部品を供給する裾野産業（サポー

ティング・インダストリー）が十分育成されておらず、経済開発の原動力と位置づけられる工業化推進の

妨げとなっている。鋳造技術は、裾野産業の代表的な要素技術の一つとして位置づけられ、1990年代前半
には国内企業約 500 社が関連していたが、組立産業の要求に見合った品質・精度の部品を安定的に供給す
ることが困難であり、量的にも国内需要をカバーできずに輸入に依存している状況であった。このような

状況から、「イ」政府は金属機械工業研究所（IRDMMI/MIDC）の強化により、鋳造技術分野等の裾野産業
振興を図り、「イ」の産業構造を強化・高度化することを目的としたプロジェクト方式技術協力を、1995
年 11月に日本政府に対して要請してきた。これに対し、JICAは 5回の調査団派遣等を経て、1998年 12月
に実施協議討議議事録（R/D）に署名し、1999 年 4 月より 5 年間のプロジェクト方式技術協力が開始され
た。 
 
1-2 協力内容 
鋳鉄鋳造技術（鋳造方案、模型製作、溶解、造型等）につき、専門家が MIDCの C/Pに対して技術移転を
行うと共に、OJT の一環として、中小鋳造企業を対象に、試作品製作サービス、技術普及サービス（巡回
指導、研修等）、情報サービス（セミナー、出版物の発行等）を実施する。 
（1）上位目標：中小の鋳物企業が、国内の組立産業が要求する水準の鋳物を生産できるようになる。 
（2）プロジェクト目標：MIDCの中小鋳物企業に対する技術サービスが向上する。 
（3）成果： 

0. プロジェクト実施のための運営体制が強化される。 
1. 鋳造技術向上に必要な施設・機材が整備され維持管理される。 
2. カウンターパート（C/P）が育成される。 
3. 試作品製作サービスが体系的に実施される。 
4. 技術普及サービスが体系的に実施される。 
5. 情報サービスが体系的に実施される。 

（4）投入（評価時点） 
日本側：（総額：8.8億円） 
  長期専門家派遣 のべ 8名 
  短期専門家派遣 のべ 61名  
機材供与：292百万円（2003年 5月末時点） 
研修員受入：18名（2003年 8月末時点） 
ローカルコスト負担：約 8,292千円（機材・消耗品含） 

   
インドネシア側： 
  C/P配置 40名 
  建物、設備、材料の提供  
 
 
 

2. 評価調査団の概要 

調査者 団長・総括：寺西 義英 国際協力機構鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課課長 
技術移転計画：岡田 千里 （財）素形材センターテクニカルアドバイザー 
研修計画：山内 知香子 （財）素形材センター企画室主任 
協力計画：山田  実 国際協力機構鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課職員 
評価管理：原 礼有 国際協力機構鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課ジュニア専門

員 
評価分析：間宮志のぶ （株）グローバル・リンクマネージメント 社会開発部 研究員

調査期間 2003年 10月 6日～10月 25日 評価種類：終了時評価 
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3. 評価結果の概要 
3-1 評価結果の要約 
（1）妥当性 
「イ」政府は工業再活性化を目的に Industrial Revitalization Planを策定したが、その中で裾野産業振興を重
視しており、本プロジェクトの「イ」側の開発政策との整合性は確保されているといえる。また、協力対

象機関である MIDC の監督官庁が研究開発庁(BPPIP)から中小企業総局（IDKM）に移管したことは、裾野
産業振興を重視する政策を促す結果となり、本プロジェクトの実施機関としての MIDC の妥当性をより高
めることにつながった。また、アジア経済危機の影響もあり、ターゲットグループを自動車部品産業に加

え、農業機械部品等にまで拡大した経緯があるが、この裨益者グループの拡大は裾野産業振興の観点から

も妥当であったと判断される。また、日本の援助政策との関連でも、本件が JICA実施の開発調査の提言か
ら生じており、同提言に基づき包括的な中小企業振興プログラムを推進していることから妥当性が認めら

れる。ただし、プロジェクトデザインについては、上位目標、プロジェクト目標の達成状況にかかる指標

及びその入手手段が曖昧なまま終了時評価を迎えてしまったことから、その達成状況の客観的、数量的な

把握が困難になったことが指摘された。本件の協力開始時は経済危機直後であり「イ」側のベースライン

データ提供体制の不備はやむをえないとしても、指標の明確化のための作業がプロジェクト活動中に積極

的に行われていればプロジェクトデザインの妥当性はさらに高まったと思われる。 
 

（2）有効性 
日本人専門家の指導により C/P に対する技術移転は順調に進み、彼らの技術レベルは、概ね日本の技能者
検定 2級程度に相当する水準に達していると判断された（2000年に 9％であった MIDC内の不良率は評価
時点で 3.5％程度にまで減少）。技術サービスの提供体制強化については、協力期間中に様々な分野におい
て 242件の試作品製作サービスを行ったほか、71の民間鋳造業者を対象にのべ 192回の巡回指導、21件の
研修コース、5 回のセミナー（のべ参加者 980 名）、5 種類の刊行物の発行を行い、受益者から概ね高い評
価を得ている。これに加え、協力期間中に鋳造方案シミュレーション等新規のサービスが開始されたこと

も特筆に値する。技術サービスの提供体制が強化された結果、MIDC の自己収入についても増加の傾向が
見られる。研修コースについては新規コースの開設など、概ね自立的に行われているが、巡回指導につい

ては日本人専門家に相当程度依存している状態であり、今後の改善に課題を残している。また、MIDC が
開催するセミナーについては、現状において「イ」の鋳造業界関係者が一堂に会する貴重な機会を提供し

ていると評価できるが、日本人講師に講演が高い集客力につながっていると考えられ、協力期間終了後は

MIDC独自で魅力的なセミナーを企画できるか否かが課題である。 
 
（3）効率性 
日本および「イ」側からの投入は概ね効率的になされた。日本側については、個別分野を担当する専門家

を補完すべく、巡回指導など複数の技術分野をまたがる専門家を派遣したことが技術サービスの改善に大

きく貢献した。全体的に供与機材は技術移転にあたり有効に活用されたものの、先述の通りターゲットグ

ループが拡大したため、一部の機材の技術水準は実際のターゲットグループのニーズよりも高くなったと

思われる。一方、「イ」側については、C/P の離職率が低く、また公務員の雇用を抑制する Zero-Growth 政
策の下で C/P2名を新たに雇用したことは高く評価されるべきである。ただし、検査部門専属の C/Pが配置
されなかったため同分野の技術移転の効率性がやや損なわれたほか、スペアパーツ類の補給、巡回指導の

実施にあたり「イ」側の予算の執行の遅れなどが今後の課題として指摘された。 
 
（4）インパクト 
先述の通り、指標が曖昧なまま終了時評価を迎えたこと、また現状においても統計類の入手が困難な状況

であることから、上位目標の達成状況について客観的に評価することは困難であった。しかしながら、協

力期間中に重点的に指導を行った 12の民間鋳造業者を対象とした経年比較においては、年間平均生産量が
2000年の 1,970トンから 2002年の 4,630トンに増加、返品率が 2000年の 11.3％から 2002年の 8.7％に減少
したことが確認された。これに加え、MIDC の指導を受けた結果、外資系組立メーカーへの部品・製品の
納入を実現した企業や、これまで「イ」国内では生産が困難であった技術的に高度な鋳物の生産に着手し

ている企業の事例も確認された。 
これらの点は、部分的にではあるものの上位目標達成の兆しが現れてきていることの証左ともいえ、高く

評価されるべきである。本プロジェクトの予期せざる正のインパクトとしては、（ア）MIDCの開催するセ
ミナーにおいて、鋳造業界関係者の間での情報交換の場が提供されたほか、鋳物生産に関連する資機材の

展示が行われたことから業界の商取引活性化につながったこと、（イ）現地調達機材の納入、据付、あるい

は試作品製作サービスの過程において、現地企業の、仕様の遵守など、適正な商取引に係る意識が向上し

たことが確認された。一方、負のインパクトについては特に確認されなかった。 
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（5）自立発展性 
政府レベルでは所管官庁が BPPIPから IDKMに変わったこと、MIDC内部レベルでは関係者の議論を通じ
て策定されたビジネスプランが始動していること（マーケティングセクションを各技術担当部の内部に設

置する等）は制度的自立発展性を強化する動きとして評価されるが、この種の制度的変更には常に不確定

要素がつきまとうものであり、MIDC 自身の改革へ向けての高い意識が自立発展性をより確固たるものに
するために強く求められるところである。財政的自立発展性については、MIDC に対する政府予算が今年
度急増したことからも、比較的安泰といえるが、一層の自立発展性を得るためには MIDC 自身が技術サー
ビスの提供を通じて自己収入をあげていく必要がある。技術的自立発展性については、巡回指導を始めと

するサービスの提供が日本人専門家の支援なしに独力で実施できるか、現行の Zero-Growth 政策の下、職
員の増加が見込めない中、専門家により移転された技術が定着するかが懸念されるところである。しかし

ながら、協調体制を重視する協力期間中の技術移転方針が C/P 間の連帯感を生んでおり、また多くの C/P
が自発的にさらなる技術レベルの向上を望んでいることから、技術的自立発展性が確保される可能性は高

いと判断される。 
 
3-2 結論 
C/Pに対する技術移転は概ね順調に実施され、MIDCの技術サービスは向上したと判断された。プロジェク
ト目標は当面十分に達成され、協力終了後の自立発展性が確保される相応の見込みもあるとされたことか

ら、合同調整員会の場において、本プロジェクトを予定どおり来年 3月をもって終了することを確認した。
残された協力期間中には 3名の長期専門家が引き続き配置されたほか、3名の短期専門家が派遣された。 
 
3-3 提言 
（1）インドネシア政府に対する提言 
「イ」政府は本プロジェクトの成果を効果的に継続し、制度的、財政的自立発展性をより強固なものにす

るために MIDC への支援を継続することが必要である。また、経済危機後弱体化した状態にある統計資料
は、産業政策立案の基盤となるばかりでなく、ますます成果重視の志向を強めるドナーの協力の成果指標

としても重要であり、この点を十分に認識した上で裾野産業育成のための事業実施体制を強化する必要が

ある。 
 
（2）MIDCに対する提言 
MIDC がこれまでの技術協力の成果をもとにさらに発展するためには、技術サービスの裨益者たる民間鋳
造業界のニーズに応えるべく、受益者からのフィードバックを重視するとともに、業界団体、教育機関と

の連携、あるいはMIDC内部での連携体制強化を図る必要がある。そのためにもMIDCの経営陣は現場レ
ベルでもかかる意識が浸透するよう配慮すべきである。また、予算関連情報、巡回指導の結果等について

確実に文書化する習慣を定着させるとともに、技術サービスの提供を通じた自己収入の増加にも力をいれ、

C/Pの雇用、スペアパーツ類の安定供給と活用を図ることが望ましい。 
また、専門家が重点的に指導してきたねずみ鋳鉄、ダクタイル鋳鉄にかかる基礎的技術の習熟にプロジェ

クト終了後も継続的に注力し、高度な技術分野への知見の拡大については慎重に取り組むことが望ましい。

これは生産が容易な鋳物の大量生産を通じて自己収入の増加を図るよりも、技術的に高度な鋳物の受注生

産に力を入れ、研修コース等の技術サービスの質の向上に活かすことが中小鋳物企業の技術レベルの向上

を導き、裾野産業振興に貢献するMIDCの本来の役割だと思われるからである。 
 
3-4 教訓 
本件評価を通じて得られた教訓としては、次の点を挙げることができる。（1）本プロジェクトにおいては、
C/Pの独立性を尊重し、また技術部門間の連携体制を重視する技術移転方針を採用したことから、MIDCが
以前受けたベルギーからの協力に比べ、彼等の職務に対するモティベーションが高まったことが確認され

た。（2）部門をまたがる専門家の配置が効果的な技術移転、技術サービスの提供体制強化につながったこ
と（鋳造技術管理、製造技術担当の長期専門家、設備保全、巡回指導に特化した短期専門家）も確認され

た。このような事例は他の類似プロジェクトにおいても参考にされるべきである。（3）本プロジェクト計
画段階の改善すべき点として指摘された上位目標、あるいはプロジェクト目標の達成状況にかかる指標の

明確化、実施機関側の指標提供体制の確認、ターゲットグループのニーズに適った機材の選定は他の類似

プロジェクトにおいても案件計画段階の留意点として認識される必要がある。 

 



第 1章 終了時評価調査の概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

1-1-1 経緯 

 インドネシア（以下「イ」と略称）においては、自動車・自動二輪車、電気機器・電子

製品等の組立産業に部品を供給する裾野産業（サポーティング・インダストリー）が十分

育成されておらず、経済開発の原動力と位置付けられる工業化の推進の妨げとなっている。

鋳造技術は、裾野産業の代表的な要素技術の一つとして位置付けられ、国内約500の企業が
関連しているとみられるが、組立産業の要求に見合った品質・精度の部品を安定的に供給

することは容易ではない。かかる事情に鑑み、「イ」国政府は、金属機械工業研究所（IRDMMI
／MIDC）の強化により、鋳造技術分野等の裾野産業振興を図り、「イ」国の産業構造を強
化・高度化することを目的としたプロジェクト方式技術協力（現・技術協力プロジェクト）

を、1995年11月に我が国に対して要請してきた。 
 この要請に対して我が方は、1997年2月～3月に事前調査団を派遣し、さらに1997年8月～
9月および12月には長期調査員を派遣し、鋳造企業調査、協力期間の設定、技術協力計画、
PDM（案）等の計画管理表の策定、日・「イ」双方の投入計画を確認した。1998年3月には
実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）の署名・交換を行う予定であったが、「イ」
の経済危機、その後のジャカルタ騒乱、スハルト大統領の辞任などの国内情勢が不安定な

状態にあったことから、実施協議調査団の派遣を延期した。そのため、1998年9月に改めて
短期調査員を派遣し、「イ」側運営体制の再確認、技術協力計画の再検討を実施し、その

結果を踏まえ、1998年12月に実施協議調査団を派遣、討議議事録（R/D）の署名・交換を行
った。 
 これを受け、1999年4月より「MIDC が中小鋳造企業に対して質の高い技術サービスを提
供できるようになること」をプロジェクト目標と設定した5年間の協力を実施中である。
2000年9月に第1回運営指導調査団、2002年1月には第2回運営指導調査団（中間評価）をそ
れぞれ派遣し、技術移転進捗状況の確認、プロジェクトがモニタリング・評価体制を確立

するための支援、対象企業に対する巡回指導（技術普及サービス）の現状と課題の検討、

「イ」側の運営体制に対する助言・改善提案等を実施した。プロジェクトが実施された5年
間で、長期専門家のべ8名、短期専門家のべ61名が派遣されており、C/P研修員をのべ18名
受け入れ、機材供与については 約3億円を実施した。 
 なお、技術移転分野は、以下の5分野となっている。 

a）鋳造方案（Casting Plan） 
b）模型製作（Pattern Making） 
c）造型（Moulding） 
d）溶解（Melting） 
e）試験検査（Testing） 
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1-1-2 目的 

 2003年10月で協力期間（1999.04.01 – 2004.03.31）が残り6か月となることから、以下の2
項目の調査を目的として、終了時評価調査団が派遣された。 
a) 技術協力の進捗状況および目標の達成状況を確認した上で、評価5項目に基づき、プロジ
ェクト終了時評価を実施した。 
b) 協力を予定通り終了することの可否の検討を行った。 
 
1-2 評価対象プロジェクトの概要 

本技術協力プロジェクトにおいては、5 年間にわたる本体プロジェクトの成果を受け、
1999年 4月から 8名の長期専門家、のべ 61名の短期専門家が派遣され、技術移転を行って
いる。協議議事録（R/D）署名時に合意された PDMの概要は以下のとおりである（PDMの
オリジナルについては別添資料 2合同評価報告書の Annex 1を参照。なお、以下、Annexと
は合同評価報告書の別添資料を指す。 

 
上位目標「インドネシア国内の鋳造企業が、組立メーカーが要求するレベルを満たす鋳

造製品を供給できるようになる」 
  
外部条件 1「鋳造業界がMIDCの技術サービスを活用する。」 

 外部条件 2「組立メーカーと裾野産業のリンケージが確立される。」 
 
プロジェクト目標「MIDCが中小鋳造企業に提供するサービスが改善される。」 
  
 外部条件 1「訓練を受けたカウンターパートがMIDCに留まる。」 
 
成果 0「プロジェクト運営体制が強化される。」 
成果 1「鋳造技術に関する機材が適切に供与、据付、運転、維持管理される。」 
成果 2「インドネシア側カウンターパートの技術力が向上する。」 
成果 3「試作品製作サービスが体系的に運営される。」 
成果 4「技術普及サービスが体系的に運営される。」 
成果 5「情報サービスが体系的に提供される。」 

 
 本 PDM は技プロ実施期間中、修正されていない。計画と実績を対比した技術協力計画、
活動計画、暫定実施計画については Annex 2、3、4を参照。 
 
1-3 終了時評価の手法、考え方 

（1）情報の収集・整理方法 
協力の実績、実施プロセスを確認するため、文献資料、MIDCや民間鋳造企業の生産現場
の直接視察、聞き取り調査、アンケート調査など複数の情報源を活用した。聞き取り調査、
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アンケート調査については、実施機関である MIDC のほか、日本人専門家チーム、監督官
庁である商工省、鋳造に係る民間の業界団体、MIDCの技術サービス利用者（民間企業等）
などを対象に行い、ステークホルダーからの多様な意見が評価に反映されるよう留意した。

回答内容を集約した質問票を別添資料 5 に示す。また、入手した情報は評価グリッド（別
添資料 3）を用いて体系的に整理した。 
 
（2）5項目評価 
収集した情報に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展
性）の観点からプロジェクト評価を行った。 
 
（3）結論、提言、教訓の導出 

評価結果を基に、結論、今後のプロジェクト活動に対する提言、類似の技術協力プロ

ジェクトの企画・実施に関わる教訓を導き出した。 
 
（4）インドネシア側との共同作業 
上記（1）～（3）の作業はインドネシア側評価チームと合同で行った。特に、実績の確

認を受けた 5 項目評価、提言・教訓の導出については、先方評価チームの積極的参画を得
た。 
 
1-4 調査団の構成と調査日程 

氏 名 分 野 所 属 

寺西 義英 団長・総括 
独立行政法人国際協力機構 鉱工業開発協力部 

鉱工業開発協力第一課 課長 

岡田 千里 技術移転計画 
（財）素形材センター  

テクニカルアドバイザー 

山内 知香子 研修計画 
（財）素形材センター  

企画室 主任 

山田 実 協力企画 
独立行政法人国際協力機構 鉱工業開発協力部 

鉱工業開発協力第一課 職員 

間宮志のぶ 評価分析 
グローバル・リンク・マネージメント（株） 

社会開発部 研究員 

原 礼有 評価管理 
独立行政法人国際協力機構 鉱工業開発協力部 

鉱工業開発協力第一課 ジュニア専門員 
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1-5 調査日程 

日

順 
月日 

曜

日
  日 程   

    団長 
研修計画、技術移転計画、協力

企画 
評価分析団員（コンサルタント）

および評価管理 

1 10月 6日 月     
成田発（JL715）11:05 
ジャカルタ着 16:30   

2 10月 7日 火     
JICA事務所打ち合わせ 
関連省庁、機関へのインタビュ

ー、民間企業へのインタビュー 

3 10月 8日 水     
民間企業へのインタビュー    

（夕方）バンドンへ移動 

4 10月 9日 木     
MIDC表敬、専門家との打合せ及
びインタビュー、サイト視察 

5 10月 10日 金     
MIDC・専門家へのインタビュー
関係機関・業界団体へのインタビ

ュー 

6 10月 11日 土     
アンケート、インタビュー結果分

析、評価グリッド記入、合同評価

報告書（JER）ドラフト作成 

7 10月 12日 日     同上 

8 10月 13日 月     
補足調査 
JERドラフト作成 

9 10月 14日 火   
成田発（JL715）11:05 
ジャカルタ着 16:30 、バンド
ンへ移動 

同上 

10 10月 15日 水   

コンサルタントによる調査進

捗状況報告、インドネシア側評

価チーム打ち合わせ、MIDC表
敬、専門家協議（実績・協力プ

ロセスの確認）、サイト視察 

同上 

11 10月 16日 木   
専門家との打合せ及びインタ

ビュー 
  

12 10月 17日 金   

関連機関協議（間宮団員）、民

間企業視察（岡田、山内団員）、

BPPIP及びアグス IDKM総局
長との打合せ（山田団員） 

  

13 10月 18日 土

成田発

（JL715）11:05 
ジャカルタ着

16:30  

調査結果整理分析、団内打ち合

わせ 
JER、M/M案作成 

  

14 10月 19日 日
バンドンへ移

動 
同上 

15 10月 20日 月 MIDC・専門家協議（5項目評価、結論、提言、教訓） 

16 10月 21日 火 MIDC・専門家協議（総括、署名文書の確認）、ジャカルタへ移動 

17 10月 22日 水 インドネシア評価チーム協議（JER、M/M内容確認） 
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18 10月 23日 木 合同調整委員会（JCC）開催、JER、M/M署名、調査団主催レセプション 

19 10月 24日 金 JICA事務所、日本大使館報告、ジャカルタ発（JL716）23:55 

20 10月 25日 土 成田着 09:10 

 
1-6 主要面談者 

（1）商業工業省 (MOIT)  
a) 中小企業総局 

Mr. Agus Tjahajana Director General  
Mr. Nurdin Noor Leader of Indonesian Evaluation Team  
 Secretary to the Directorate General  
Mr. Effendi Sirait Deputy Director  
Mr. Ramon Bangun  Head of Division for Extension Services and  
 International Cooperation 
 Directorate General of Small and Medium Industries 

and Trade 
Ms. Roosalinda Marthiany Loebis  Head of Sub Division for International Cooperation  

 
b) 研究開発庁 

Mr. Sudarmasto Head  
Mr. Imam Haryono Secretary  
Mr. Abdul Wahid Head, Centre for Industry and Trade, Technology R&D 
Mr. Achmad Sjafudin T. Balai Besar Behan Dan Bahan Teknik (B4T)  
 Head of Business Development Division 
 

c) 計画局 
Mrs. Hj. Kusni Pangestuti Head of Technical Assistance Sub Division 
 

d) 金属機械工業研究所 (MIDC) 
Mr. Taufiq Rochim Head 
Mr. Hadi Nugroho Head, Administration Division 
Ms.Williany Aminuddin Head, Program and Reporting Division 
Mr. Mochamad Furqon Head, Foundry Department 

 
（2）インドネシア側評価チーム 

Mr. Yos Rizal Anwar Member of Supervisory Board of Indonesian  
 Foundry Industries Association  
 CEO of Bakrie Tosanjaya 
Mr. A. Safiun President of APLINDO 
Mr. Cuk Sutoyo Agrindo 
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Mr. Soejitno Head of Ceper Laboratory  
Prof. Dr. Rachim Suratman Institute of Technology of Bandung 

 
（3）産業界  

Mr. Dikdik Kusmayadi  Manager, Maintenance and Engineering 
 Bakrie Tosanjaya 
Mr. Thomas Hanan Thoha Chairman 
 Himpunan Ahli Pengecoran Logam Indonesia (HAPLI) 
Mr. Adi Taruli Director of Commerce 
 Himpunan Ahli Pengecoran Logam Indonesia (HAPLI) 
Mr. L. Armansjah  Expert Staff  
 Himpunan Ahli Pengecoran Logam Indonesia (HAPLI) 
Dr. SlametoWiryolukito Metallurgical Laboratory 
 Department of Mechanical Enginnering 
 Institute of Technology of Bandung  
Dr. Supono Adi Dwiwanto Metallurgical and Technology Foundry 
 Institute of Technology of Bandung 

 
（4）インドネシア日本大使館 

岸本道弘 一等書記官 
 
（5）JICAインドネシア事務所 

加藤圭一 所長 
本間徹 企画調査員 

 
（6）プロジェクト専門家 

榊原實男 チーフアドバイザー 
宮崎正 業務調整 
竹本義明 造型・生産技術 

 
（7）JICA専門家 

永江勉 専門家（インドネシア商業工業省計画局） 
 
（8）現地日系企業  

金井孝雄 Engineering Director 
 P.T. Toyota Motor Manufacturing Indonesia  

牧野和郎 Division Head  
 P.T. Toyota Motor Manufacturing Indonesia  

Sadao Kikuchi Technical Advisor 
 Bakrie Tosanjaya 
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第 2章 協議結果 

本調査団はプロジェクト関係者との協議を通じ評価作業を取り進め、2003年 2月 25日に
合同調整委員会の席上において、ミニッツ（別添資料 1）及び合同評価報告書（別添資料 2）
に署名を行った。先方の署名者は、ミニッツおよび合同評価報告書ともに商工省・中小企

業総局のMr. Nurdin Noorであった1。 
ミニッツにおいては、（1）合同評価報告書の内容が合同調整委員会の場で承認されたこ

と、（2）本技術協力プロジェクトが予定通り本年 5 月末で終了する予定であること、（3）
本技術協力プロジェクト終了までの双方からの投入、特に、日本側の投入として短期専門

家 3名（巡回指導、溶解・品質管理、D/S造型システム）の派遣を予定していることを確認
した。 
これに加え、技術移転が予定通りに進んでいることを考慮し、合同評価チームは予定通

り 2004年 3月をもって、本技術協力プロジェクトを終了することが妥当であると結論した。 
 
合同評価報告書の内容については、次章以降に記載する。 

 

                                            
1 先方署名者は、ミニッツ・合同評価報告書ともに中小企業総局（IDKM）のSecretary to the Directorate General
であるMr. Nurdin Noorとなった。当初、前者についてはプロジェクトダイレクターであるIDKMのAgus総局
長、後者についてはインドネシア側評価チームのリーダーを務める予定であったIDKM Directorate of Small, 
Metal Machinery and Electronic IndustriesのPutjuk局長を想定していたが、両氏とも合同調整委員会の当日不
在であったことからMr. Nurdin Noorがそれぞれの立場において署名を代行にするになったもの。 
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第 3章 調査結果 

本章以降においては、英文の合同評価報告書の内容に準じ、本プロジェクトの実績、成

果について詳説する。 
 
3-1 プロジェクトの実績 

3-1-1 投入 

若干の不足、遅れは見られたものの、日本・インドネシア双方からの投入は概ね当初計

画に沿って提供された。 
 
（１） 日本側投入 
 

a) 専門家派遣 
本技術協力プロジェクトが実施された 5年間で、長期専門家 8名および短期専門家 61
名が派遣された（Annex 5参照）。 

 
b) 機材供与 
 本技術協力プロジェクトの実施期間中、約 3 億円相当の機材が供与された。供与され
た機材の詳細については Annex 6を参照。 
 
c) 研修員受け入れ 

5 年間で 18 人のカウンターパートを受け入れた。研修員受け入れの詳細については
Annex 7を参照。 
 
d) ローカルコスト負担 
 2003年 10月に実施された終了時評価調査の時点で、およそ 39百万円を日本側が負担
していた。詳細については Annex 8を参照。 
 
e) その他 
 運営指導調査、中間評価調査、終了時評価調査の 3調査団が派遣された。 

 
（２）インドネシア側投入 
  

a) 人員の配置 
40 名の常勤カウンターパート（契約ベースのワーカー9 名を含む）が配置された。詳

細は Annex 8を参照。 
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b) プロジェクト運営経費の負担について 
3億 1,860万ルピア（約 420万円）（2000年）、2億ルピア（約 265万円）（2001年）、2
億 6,900万ルピア（約 356万円）（2002年）をインドネシア側が負担した。詳細について
は Annex 10を参照。 

 
3-1-2 活動と成果 

活動計画やカウンターパート及び日本人専門家に対するインタビューから、プロジェク

ト活動の進捗とそれに伴う成果の達成状況は概ね予定通りであることが確認された（Annex 
2、3、4、12を参照）。 
 
（1）成果 0「プロジェクト運営体制が強化される。」 
 MIDCの鋳造部門のプロジェクト実施能力は、概ね向上したといってよい。2003年 10月
の終了時評価実施時に MIDC 内部で組織の改変が実施されていたが、こうした変革によっ
て鋳造部門はより一層強化されることが期待される。 
 
（2）成果 2「インドネシア側カウンターパートの技術力が向上する。」 
 カウンターパートの技術力を評価する場合、彼らの知識や技術だけでなく、一人一人の

職務に対する姿勢や責任感も考慮される。特に次の三点が重要である。第一は、生産量や

不良品率などに重点を置く MIDC の鋳造製品製造のパフォーマンスである。第二は受注品
生産（ターゲット・キャスティング）を通じた技術移転の進捗、第三はここの技術分野に

関するカウンターパートの技術レベルの測定である。 
 
（3）成果 3「試作品製作サービスが体系的に運営される。」 
 終了時評価実施前（2003年 9月）時点で、プロジェクトでは 242種類の試作品が製作さ
れた（Annex 25参照）。2000年に 9%程度だった不良品率は、終了時評価実施前には 3.5%と
なった。この結果、試作品製作サービスによるプロジェクトの収入は 2000年以降徐々に増
加してきている。 
 
（4）成果 4「技術普及サービスが体系的に運営される。」 
 

a) 巡回指導 
 終了時評価実施までに鋳造企業 71社、のべ 192回の巡回指導がプロジェクトによって
実施された。巡回指導については鋳造企業からの要望が強く、特に特定の 14社について
は定期的に実施されている。なお、本プロジェクトの専門家は、現地で活動中のシニア

ボランティアとの情報交換を実施している（Annex 26参照）2。 
 

                                            
2 シニアボランティアは、インドネシアではシルバーエキスパートと称されているが、本報告書ではJICA
における一般的な呼称であるシニアボランティアを用いる。 
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b) 研修コース 
 研修コースについては、カウンターパートは、日本人専門家からの必要最小限の指導

で運営することができる（Annex 26参照）。特に、鋳造設計シミュレーションについては、
カウンターパートが独力で新しい研修コースを企画して立ち上げた。2001 年以来、研修
受講生の満足度は高いレベルを維持している。 

 
（5）成果 5「情報サービスが体系的に提供される。」 
  

a) セミナー 
 プロジェクトが実施したセミナーによって関係者、関係諸団体、企業など様々なアク

ター間の交流、情報交換、意思疎通が促進されている。また、MIDC はこうしたセミナ
ーの実施を通じて、インドネシアにおける裾野産業育成の中心機関としての地位を確立

しつつある。 
 
b) 出版物 
 終了時評価実施までにプロジェクトのリーフレット、同パンフレット、”Casting 
Technology Handbook”、”Metal Indonesia”の 4種類の出版物が発行されている（Annex 30
参照）。また、プロジェクトのプロモーション･ビデオが製作され、関係者に配布された。 

 
3-2 実施プロセス 

3-2-1 モニタリング・プロセス 

a) PDMは、プロジェクトの進捗をモニタリングするために、プロジェクトの開始前に策
定された。しかし、上位目標とプロジェクト目標それぞれの指標およびその入手手段の

設定が不明確であったこと、加えて 1997 年に発生した東アジア通貨危機による混乱と、
プロジェクトのベースラインデータが不十分であったために、モニタリング・プロセス

に係るこれら諸条件をプロジェクト実施の途上で整備していこうという了解が関係者間

であったように思われる。その後、2002年 1月の中間評価調査で、指標およびその入手
手段は終了時評価までに見直すべきだと明記されたにもかかわらず、終了時評価の時点

でも依然として不明確である。 
 

b) モニタリングは、必ずしも日本側とインドネシア側の共同で実施されなかった。 
 

c) 2002年度の下半期、モニタリング･レポートは日本側とインドネシア側が協力して年に
二回作成することが決まったが、終了時評価調査の時点では提出されていない。 

 
3-2-2 コミュニケーション 

 日本人専門家とカウンターパート間の技術移転に係るコミュニケーションは、おおむね

順調であった。 
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a) 語学の問題はコミュニケーションの上で大きな障壁であったが、一部の日本人専門家
がインドネシア語を習得しようと努めたこと、また専門用語にも明るい通訳を有効活用

したことにより、潤滑な意思疎通を維持することができた。 
 

b) 日本人専門家、事務局など日本側関係者間の意思疎通は非常に活発であった。特に、
週報が電子メールで関係者間に配布されていたことが議論を活発にした。 

 
c) 不定期に開催された日本人専門家とカウンターパート間の会合、および定期的に開催
された朝礼によって両者の相互理解が促進された。 

 
d) 日本人専門家への技術支援の提供およびプロジェクトと JICA 本部のコミュニケーシ
ョン円滑化のために国内支援委員会が設置された。また、プロジェクトのニーズに合致

する専門家をリクルートするために事務局が設置された。 
 

e) 関係者間の意見交換および協力の促進を目的に、合同調整委員会は少なくとも毎年 1
回は開催すると R/Dに記されているが、終了時評価調査が実施される前までに 3回実施
されただけであった。 

 
3-2-3 カウンターパートの意識と行動 

 終了時評価調査実施時のアンケートや聞き取り調査によれば、日本人専門家が導入した

労働規範をカウンターパートは当初大変困難だと感じたが、徐々に各自の業務に取り入れ

ることができた。 
 
3-2-4 技術移転の方針 

（1）ベルギーの協力との比較 
過去に実施されたベルギーによる技術移転は個人をベースとしていたのに対し、日本の

協力はチームワークに重点があった。また、ベルギーが移転した知識および技術は基本的

なレベルのものが多かったのに対し、日本による協力ではより高度な知識および技術が移

転されている。この意味で、巡回指導など、複数の分野にまたがる技術を移転する専門家

を派遣したことは非常に効果的であった。 
 
（2）設備の調達 
 設備の調達に際し、適正技術の欠如および図面等に係る意識の欠如を処理するのに多大

な努力を要した。 
 
3-2-5 外部条件 

 本技術協力プロジェクトの PDMには、次の通りプロジェクト目標達成のための 6つの重
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要な前提条件がある。 
 

a) インドネシア国内で政治的および経済的に大規模な変化がないこと。 
b) 裾野産業育成に係る政策的な重要性に変化が生じないこと。 
c) 国内の鋳造製品に対する需要が安定的であること。 
d) 鋳造業界がMIDCの技術サービスを活用する。 
e) 組立メーカーと裾野産業のリンケージが確立される。 
f) 訓練を受けたカウンターパートがMIDCに留まる。 

 
 6 つの外部条件のうち、e)「組立メーカーと裾野産業のリンケージが確立される。」につ
いては、これを立証する有力な材料がないことからこの条件は満たされなかったと結論づ

けられる。しかし、e)以外の 5つの外部条件は満たされているといってよいだろう。 
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第 4章 評価結果 

4-1 合同評価結果の概要 

4-1-1 評価 5項目による評価結果 

（1）妥当性 
Industrial Revitalization Plan等において裾野産業振興の重要性が謳われており、インドネ
シア側上位政策と本プロジェクトの整合性は維持されている。監督官庁の研究開発庁

(BPPIP)から中小企業総局（IDKM）への移管は、鋳造分野中小企業の育成を図る本プロジ
ェクトの実施機関としての金属機械工業研究所（MIDC）の妥当性をより高めることにつ
ながった。本件は、アジア経済危機の影響もあり、ターゲット・グループを自動車部品鋳

物産業に加え、農業機械部品等の鋳物部品を生産する中小企業にまで拡大した経緯がある

が、この裨益者グループの拡大は妥当であったと判断される。日本の援助政策との関連で

も、本件が JICA実施の開発調査の提言から生まれたものであり、また『浦田レポート』
に基づく包括的な中小企業振興プログラムを推進しているところであることから妥当性

が認められる。ただし、本件のプロジェクト・デザインについては、上位目標、プロジェ

クト目標の達成状況にかかる指標及びその入手手段が曖昧なまま終了時評価を迎えてし

まったことから、特に上位目標についてその達成状況の客観的、数量的な把握が困難にな

ったことが悔やまれる。協力開始時においては、経済危機直後ということもあり、インド

ネシア側のベースライン・データ提供体制が整っていなかったことから、やむを得ずとら

れた措置であったと思われるが、指標の明確化へ向けての作業がプロジェクト活動の一部

として更に積極的に行われていれば、プロジェクト・デザインの妥当性は一層高まったも

のと推察される。また、「組立産業と裾野産業の連関（linkage）が確立される」というプ
ロジェクト目標から上位目標に至る外部条件については、正に今日においても係る

linkage の欠如が中小鋳物企業の直面している課題であり（インドネシア側評価チームの
コメント）、やや達成が困難な外部条件であったと思われることに加え、linkageという言
葉が組立産業と裾野産業の商取引の活性化を意味するとすれば、本外部条件と上位目標で

ある「中小鋳物業界が国内組立産業の要求する品質水準を満たす製品を供給できるように

なる」はほぼ同義ではないかとの指摘をした。 
 

（2）有効性 
日本人専門家の指導により C/P に対する技術移転は順調に進み、彼らの技術レベルは、
ほとんどの技術分野について概ね日本の技能者検定 2 級程度に相当する水準に至ってい
ると判断された（2000年の段階で9％であったMIDC内の不良率は評価時点において3.5％
程度にまで減少）。民間鋳造業界に対する技術サービスの提供体制強化については、協力

期間中に様々な分野において 242 件の試作品製作サービスを行ったほか、71 の民間鋳造
業者を対象にのべ 192 回の巡回指導、21 件の研修コース、6 回のセミナー（のべ参加者
980名）、5種類の刊行物の発行を行い、受益者からも概ね高い評価を得ている。これに加
え、協力期間中に鋳造方案シミュレーション・サービス等新規のサービスが開始されたこ
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とも特筆に価する。技術サービスの提供体制が強化された結果として、MIDCの鋳造部の
サービス提供を通じた自己収入額についても増加の傾向が見られる。 
ただし、それぞれの技術サービスが、どの程度日本人専門家のサポートを得ず C/Pの独
力で行われているかについては、サービスの種類によって一様でない。研修コースについ

ては新規コースの開設、教材の改訂を含め、おおむね自立的に行われているが、特に巡回

指導について、C/Pが日本人専門家に相当程度依存している（企業を訪問しても指導は専
門家が行い、C/Pは傍観している）状態であり、今後の改善に課題を残している状況であ
る。また、MIDCが開催するセミナーについては、現状においてインドネシアの鋳造業界
関係者が一堂に会する極めて貴重な機会を提供していると評価できるが、日本人講師によ

るプレゼンテーションが高い集客力につながっていると考えられ、協力期間終了後、以下

に魅力的なセミナーを企画していくかが課題である。 
以上を踏まえプロジェクト目標である「中小鋳物業界に対するMIDCの技術サービスが
改善する」については、（達成レベルの維持に不断の努力が必要としつつも）現段階にお

いては概ね達成されていると評価された。 
特記事項として、MIDCが提供する各サービス間のバランスに関し、C/Pが、ともする
と自己収入の増加を念頭に鋳物生産を行っており、高度な鋳物の受注生産を通じて自らの

技術レベルを向上し、よって MIDC の本来の主要業務であるべき研修コースや出版物の
発行といった技術サービスの質の向上につなげていこうという姿勢にやや欠けるように

見受けられる点を指摘した。 
 
（3）効率性 
日本、インドネシア側からのプロジェクトへの投入は概ね効率的になされた。日本側投

入については、特に、複数の技術分野をまたがる専門家を配置し、個別分野に係る専門家

を補完するよう取り計らったことが円滑な技術移転、技術サービスの改善に大きく貢献し

た。ただし、供与機材は技術移転にあたり有効に活用されたものの、当初自動車部品鋳物

業者をプロジェクトの主要ターゲット・グループとしていたことから、一部の機材の技術

水準は（農業機械部品等の製造業者に拡大された）実際のターゲット・グループのニーズ

にあわせ、もう少し低くてよかったとも思われる（同様の趣旨の発言が JCC の場でイン
ドネシア側からもあった）。ただし、協力期間途中から機材の現地調達化を推進したため

全体としての効率性は維持されたと判断される。 
一方、インドネシア側の投入に関しては、C/Pの離職率がきわめて低く、また公務員の

雇用を抑制する現行の Zero-Growth政策の下で新規の C/P 2名を雇用したことは高く評価
されるべきである。ただし、検査部門専属の C/Pが配置されなかったことが同分野の専門
家による技術移転の効率性をやや損なったほか、機材の円滑な稼動に必要な水の供給にや

や難があること、スペアパーツ類の補給、巡回指導の実施にあたりインドネシア側の予算

の執行が的確になされない事例があったことが、マイナス要因として指摘できる。 
 

（4）インパクト 
上述のとおり、指標が曖昧なまま終了時評価を迎えたこと、また現状においても統計類

の入手が困難な状況であることから、上位目標の達成状況について客観的に評価すること
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は困難であった。しかしながら、協力期間中に重点的に指導を行った 12の民間鋳造企業
を対象とした経年比較においては、年間平均生産量が 2000年の 1,970トンから 2002年の
4,630トンに増加、返品率が 2000年の 11.3％から 2002年の 8.7％に減少したことが確認さ
れた。これに加え、MIDCの指導を受けた結果、外資系組立メーカーへの鋳物部品の納入
を実現した企業や、これまでインドネシアでは国産が非常に困難であった高度な鋳物の生

産に着手している企業の事例も確認された。これらの点は、部分的にではあるものの上位

目標達成の兆しが現れてきていることの証左ともいえ、高く評価されるべきである。 
いずれにせよ、上位目標の達成状況は協力期間終了の数年後に行われる事後評価におい

て重点的に評価されることになる。従って、事後評価までに、より客観的な評価が可能と

なる指標の設定が行われることが重要である。 
本プロジェクトの予期せざる正のインパクトとしては、MIDCの開催するセミナーにお
いて、鋳造業界関係者の間での情報交換の場が提供されたほか、鋳物生産に関連する資機

材の展示が行われたことから業界の商取引活性化につながったこと、②現地調達機材の納

入、据付、あるいは試作品製作サービスの過程において、インドネシア民間企業の仕様の

遵守など、適正な商取引に係る意識が向上したことが確認された。一方、負のインパクト

については特に確認されなかった。 
 

（5）自立発展性 
政府レベルでは所管官庁が BPPIP から IDKM に変わったこと、MIDC 内部では関係者
の議論を通じて策定されたビジネスプランが始動していること（マーケティング・セク

ションを各技術担当部の内部に設置する等）は一般論として制度的自立発展性を強化す

る動きとして評価されるが、この種の制度的変更には常に不確定要素がつきまとうもの

であり、自立発展性をより確固たるものにするためには、MIDC自身の改革へ向けての高
い意識が強く求められるところである。財政的自立発展性については、MIDCに対する政
府予算が今年度急増したことからも、比較的安泰といえるが、一層の自立発展性を得る

ためには MIDC 自身が技術サービスの提供を通じて自己収入をあげていく必要がある。
技術的自立発展性については、巡回指導を始めとする技術サービスの提供が日本人専門

家の支援なしに独力で実施できるか、現行の Zero-Growth政策の下、職員の増加が見込め
ない中、専門家により移転された技術が定着するかが懸念されるところである。しかし

ながら、C/P間の協調体制を重視する協力期間中の技術移転方針が C/P間の連帯感を生ん
でおり、また多くの C/P が自発的に更なる技術レベルの向上を望んでいることから、技
術的自立発展性が確保される可能性は高いと思われる。 

 
4-2 調査団長所見 

4-2-1 インドネシア国の自動車、自動二輪車、電気・電子製品等いわゆる組立産業に部品
を供給する裾野産業が十分育成されておらず、工業化の妨げになってきた。鋳造技術

は、裾野産業の代表的要素技術の一つとして位置づけられるが、中小の鋳造企業は組

立産業の要求に見合った品質・精度の鋳造部品を安定的に供給することが出来ていな

い状況にある。 
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このため、インドネシア政府は、MIDCの強化により鋳造技術分野の裾野産業振興
を図り、もって産業構造を強化・高度化したいとして日本政府に対して 1995年、技
術協力要請を行った。本協力は、その後、数次の事前調査を経て、アジアを覆った深

刻な経済危機とインドネシア国内の政治的・社会的混乱がまだ続く中、1999 年 4 月
から 5年間の協力期間をもって開始した。 
プロジェクトは、「中小の鋳物産業が国内の組立産業が要求する水準の鋳物を生産

できるようにする」ことを上位目標として、協力の目的を「MIDCの中小鋳物企業に
対する技術サービスの向上」とした。 

 
4-2-2 2004年 3月末のプロジェクト終了に際し、本調査団は、10月 7日から当国で終了時

評価調査を行った。各調査団員の精力的な調査活動を通じて取り纏めた JER案は、イ
ンドネシア側政府機関、産業界代表、研究機関からなるインドネシア側評価チームと

の議論を経て、10月 23日に開催された当プロジェクトの JCCに提出され、インドネ
シア側の評価チーム団長兼 JCC の議長のインドネシア商工省中小企業総局次長のヌ
ルディン・ヌル氏との間で、確認署名を行った。 
技術協力の現場においては、協力開始時から、MIDCは労務管理や業務管理体制が
脆弱で、スタッフの勤労意欲も必ずしも高くないという問題を抱えていた。このため、

専門家チームと国内支援体制の緊密な連繋の下で、長期・短期の熟練した各専門家は

精力的な技術指導を行い、横断的チームワークや時間管理の姿勢なども併せて指導を

行ってきた。 
専門家の指導の下で協力期間中に行ってきた試作品製作サービス、個別企業訪問に

よる巡回指導及び研修コース実施の技術普及サービス、セミナー開催と鋳造技術ハン

ドブックの発行など情報サービスの諸活動や日本での C/P研修は、MIDCの C/Pの技
術力向上に確実に繋がった。今回、技術担当団員が行った評価において、ターゲット・

キャスティングの 5段階評価においても、鋳造方案、模型製作技術、調砂・造型技術、
溶解技術、検査・品質管理技術、設備保全技術の各項目の技術評価においても一部未

達成の状況にはあるものの、C/Pチーム全体の熟達度において全般的に高い向上度が
認められ、供与した設備・機材も有効に活用されている状況なども確認された。 
よって現時点で所期のプロジェクト成果が発現しており、今後の協力終了時までの

協力活動を通じ、プロジェクト目的は概ね達成できると認められたため、プロジェク

トは期間延長せず、予定通り終了することを上記 JCC 議長との間のミニッツにおい
て署名確認した。 

 
4-2-3 本協力は、MIDC が中小鋳造企業への公的な技術支援の拠点となる政府機関と位置

づけられるMIDCの C/Pチームを技術移転対象グループとし、主に技術面でのキャパ
シティ・ビルディングを目指したものであった。しかし、この協力成果を同国国内の

中小鋳造業の発展に直接繋げていくためには、インドネシア国内において、更に関係

する諸活動の推進が必要とされる。MIDC においては、新たなビジネス・プランの下
で、産業界のニーズに応じた技術サービス提供体制の強化と財政面でより自立した経

営を目指した抜本的な組織改革、事業改革、そして職員へのインセンティブ付与を含
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めた人事対策のための一層の自助努力が求められる。また、組立企業、鋳造企業との

連繋強化、そして、これらを後押しするインドネシア政府の戦略的な政策支援・財政

的支援が求められると判断された。このため、調査団は、当プロジェクトを拠点とす

る観点からインドネシア政府に対し 2項目、MIDCに対し７項目の提言を合同評価調
査報告書に残した。 

 
我が国が、インドネシア国全体の今後の裾野産業育成を目指す上では、商工省、産

業界、そしてMIDCなど中小企業向けの支援機関の動向を継続的にモニタリングし、
MIDCの有効活用を促すと同時に、当地日系企業との連携を含め、JICA、JBIC、JETRO、
JODC 各種スキームによる包括的な協力アプローチの下で協力を展開していくこと
が肝要と思料された。JICA の協力においては、同国の産業界との連携強化の視点を
重視しつつ、個別専門家、研修を組み合わせた技術協力プロジェクト、開発調査、さ

らにシニア海外ボランティアの各スキームを包括的に展開していく戦略的な協力ア

プローチを強化・推進することが肝要である。 
 

4-3 結論 

上記評価結果において、今後のモニタリングは必要であるものの、プロジェクト目標は

当面十分に達成され、協力終了後の自立発展性が確保される相応の見込みもあるとされた

ことから、合同調整員会の場において、本プロジェクトを予定どおり来年 3 月をもって終
了することを確認した。残された協力期間中には 3 名の長期専門家が引き続き配置される
ほか、3名の短期専門家が派遣される予定である。また、平成 15年度中途採択見込みのMIDC
アドバイザーについては、MIDCの他の技術部門への波及も念頭におきつつ、鋳造部の技術
サービスのモニタリング、さらなる提供体制の強化にあたるべきと考えられる。 

17 



第 5章 提言と教訓 

5-1 提言 

以上の評価結果を踏まえ、合同評価チームはインドネシア政府、MIDCの双方に対し、以
下の提言を行った。 

 
5-1-1 インドネシア政府に対する提言 

（1）制度的、財政的自立発展性をより強固なものにするため、インドネシア政府からの
MIDCへの支援継続が望まれる。 

（2）経済危機後弱体化したままの状態にある統計資料の提供体制が強化されるべきであ
る。かかる統計資料は産業政策立案の基礎となるばかりでなく、ますます成果重視

の志向を強めるドナーの協力の成果指標としても重要であることが認識されるべき

である。 
 
5-1-2 MIDCに対する提言 

（1）技術サービスの裨益者たる民間鋳造業界のニーズに応えるべく、受益者からのフィ
ードバックを重視するとともに、業界団体、教育機関との連携、あるいは MIDC 内部
での連携体制強化が図られるべきである。MIDCの経営陣は現場レベルでもかかる意識
が浸透するよう配慮すべきである。 
（2）予算関連情報、巡回指導の結果等について確実に文書化される習慣を定着させるべ
きである。 
（3）技術サービスの提供を通じた自己収入の増加に力をいれ、C/P の雇用、スペアパー
ツ類の安定供給に活用につなげるべきである。 
（4）専門家が重点的に指導してきたねずみ鋳鉄、ダクタイル鋳鉄にかかる基礎的技術の
習熟にプロジェクト終了後も当面は力を入れる必要があり、より高度な技術分野への知

見の拡大は慎重に執り行うべきである。 
（5）生産が容易な鋳物の大量生産を通じて自己収入の増加を図るよりも、技術的に高度
な鋳物の受注生産に力を入れ、研修コース等の技術サービスの質の改善に活かすべきで

ある。 
（6）事後評価に備え、関係者との協議を通じ、上位目標の達成状況を図る指標の設定に
取り組むべきである。その際、今次終了時評価に用いた特定鋳物業者の経年比較を継続

する必要は必ずしもなく、MIDCの技術サービスを活用した結果としてパフォーマンス
が向上した民間企業の事例をさらに積み重ね、指標として活用することも検討に値する。 
（7）以上に加え、技術団員の尽力により、MIDC の各鋳造技術部門が取り組むべき、技
術向上、意識改善等に係る提言がなされた。 
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5-2 教訓 

本件評価を通じて得られた、他の技術協力プロジェクトに対する教訓は以下のとおり。 
（1）計画段階において、上位目標、あるいはプロジェクト目標の達成状況にかかる指標
の明確化、実施機関側の指標提供体制の確認がなされるべきである。 
（2）本プロジェクトにおいては、MIDCが以前受けたベルギーからの協力に比べ、カウ
ンターパートの独立性を尊重し、また技術部門間の連携体制を重視する技術移転方針を

採用したことから、彼等の職務に対するモティベーションが高まったことが確認された

ところ、他の類似プロジェクトにおいても参考にされるべきである。 
（3）機材供与の効率性を高めるために、計画段階においてターゲット・グループのニー
ズに適った機材を選定するよう留意すべきであることに加え、可能な範囲で機材の現地

調達を推進すべきである。 
（4）本プロジェクトにおいては、部門をまたがる専門家の配置が効果的な技術移転、技
術サービスの提供体制強化につながったことから（鋳造技術管理、製造技術担当の長期

専門家、設備保全、巡回指導に特化した短期専門家）、他の類似プロジェクトにおいて

も参考にされるべきである。 
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